
建築基準法等の改正
和歌山県建築住宅課
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【建築基準法第６条第１項】
建築確認審査の対象となる建築物の規模の見直し

現状・改正主旨

改正概要

〇 建築基準法では、原則全ての建築物を対象に、工事着手前の建築確認や、工事完了後の完了検査
など必要な手続きを設けているが、都市計画区域等の区域外においては、一定規模以下の建築物は、
建築確認・検査の対象となっていない。（第６条第１項）。

〇 都市計画区域等の区域内においては、一定規模以下の建築物は、建築士が設計・工事監理を行っ
た場合には建築確認・検査において構造規定などの一部の審査が省略される特例制度（「審査省略
制度」）が設けられている。（第6条の４）

〇 省エネ基準への適合や、省エネ化に伴い重量化する建築物に対応する構造安全性の基準への適
合を、審査プロセスを通じて確実に担保し、消費者が安心して整備・取得できる環境を整備する必要
がある。

〇 木造建築物に係る建築確認の対象は、２階建て以上又は延べ面積200㎡超の建築物に見直され、
建築確認検査の審査省略については平家かつ延べ面積200㎡以下の建築物が対象となる。

〇 結果的に建築確認及び審査の対象は非木造と統一化され、省エネ基準の審査対象も同一の規模と
なる。

【施行日：公布の日から３年以内】

構造等の安全性審査

都市計画
区域≪内≫

全ての
建築物

階数３以上又は
延べ面積500㎡超

都市計画
区域≪外≫

建築確認

階数３以上又は
延べ面積500㎡超

構造等の安全性・省エネ審査

全ての
建築物

階数２以上又は
延べ面積200㎡超

建築確認

階数２以上又は
延べ面積200㎡超

＜木造建築物に係る審査・検査の対象＞

現行 改正 ※非木造と統一化
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建築確認審査の対象となる建築物の規模（建築基準法第6条第１項）

○ ○ ○

△
（一部審査省略）

△
（一部審査省略）

○

△
（一部審査省略）

△
（一部審査省略）

○

○都市計画区域、準都市計画区域、準景観地区等内

200㎡ 500㎡

1

2

3以上
階数

木造 木造
以外

２号

階数２以下で延べ面積500㎡以下の木造建築物は、建築士が設計・工事監理を行った
場合には審査省略の対象

○ ○

△
（一部審査省略）

○

200㎡

1

2以上

階数

延べ面積
：審査対象 ：審査対象であるが一部審査省略あり

構造規
定等の
確認も
必要に

改正前

改正後

○ ○ ○

○ ○ ○

△
（一部審査省略）

○ ○

200㎡ 500㎡

1

2

3以上
階数

木造 木造
以外

平家かつ延べ面積200㎡以下の建築物以外の建築物は、構造によらず、構造規定等
の審査が必要に（省エネ基準の審査対象も同一の規模）

○ ○

△
（一部審査省略）

○

200㎡

1

2以上

階数

延べ面積

延べ面積

延べ面積

２号 ２号

２号

２号

４号 ４号

４号 ４号

３号 ３号

４号 ３号

新２号 新２号

新３号 新２号

新２号 新２号 新２号

新２号

新２号

新２号 新２号

新３号 新２号

：審査対象 ：審査対象であるが一部審査省略あり
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建築確認の対象となる建築物の規模（建築基準法第6条第１項）

○ ○ ○

× × ○

× × ○

○都市計画区域、準都市計画区域、準景観地区等外

200㎡ 500㎡

1

2

3以上
階数

木造 木造
以外

２号

階数２以下かつ延べ面積500㎡以下の木造建築物は基本的に建築確認の対象外

○ ○

× ○

200㎡

1

2以上

階数

延べ面積

：確認対象 ：確認対象外

建築確
認の対
象に

改正前

改正後

○ ○ ○

○ ○ ○

× ○ ○

200㎡ 500㎡

1

2

3以上

階数
木造 木造

以外

構造によらず、階数２以上又は延べ面積200㎡超の建築物は建築確認の対象に

○ ○

× ○

200㎡

1

2以上

階数

延べ面積

延べ面積

延べ面積

２号 ２号

２号

２号

３号 ３号

３号

新２号新２号 新２号 新２号

新２号

新２号

新２号 新２号

新２号

：確認対象 ：確認対象外

新２号

新２号
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４号特例
２階建て以下の木造住宅等の小規模建築物※については、都市計画区域等の区域内で建築確認の対象となる

場合でも建築士が設計を行った場合には、建築確認の際に構造耐力関係規定等の審査を省略することとなってい
る。

また、それらの建築物について建築士である工事監理者が設計図書とおりに施工されたことを確認した場合には
同様の規定に関し検査を省略することとなっている。

※建築基準法第６条第１項第４号に該当する建築物（いわゆる「４号建築物」）

一般建築物の場合
（戸建住宅、事務所等）

木 造 「２階建て以下」かつ「延べ面積５００㎡以下」かつ「高さ１３ｍ・軒高９ｍ以下」

非木造 平家 かつ、延べ面積２００㎡以下

＜４号建築物＞

＜建築士が設計（工事監理）した４号建築物に対する審査（検査）項目＞
防火・準防火地域外の一戸建住宅 左欄以外の小規模な一般建築物

敷地関係規定 ○ 審査する ○ 審査する

構造関係規定 × 審査しない
※ただし、仕様規定以外（構造計算等）は審査する

× 審査しない
※ただし、仕様規定以外（構造計算等）は審査する

防火避難規定 × 審査しない ○ 審査する

設備その他
単体規定

△ 一部審査する
※シックハウス、昇降機及び浄化槽は審査する

△ 一部審査する
※シックハウス、昇降機、浄化槽、排煙設備及び区画

貫通部は審査する

集団規定 ○ 審査する ○ 審査する

（参考）建築確認及び検査に係る特例（４号特例）
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３．２級建築士の業務範囲の見直し
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【建築基準法第20条第１項第２号】
階高の高い３階建て木造建築物等の構造計算の合理化

現状・改正主旨

改正概要

〇 高さ13ｍ又は軒高９mを超える木造建築物を建築する場合、高度な構造計算（許容応力度等計算
等）により、構造安全性を確認する必要があり、一級建築士でなければ設計又は工事監理をしてはな
らない。（法第20条第１項第２号）

〇 近年の建築物の断熱性向上等のために、階高を高くした建築物のニーズが高まっている。
〇 一定の耐火性能が求められる木造建築物の規模（第21条第１項）については、安全性の検証の結

果、高さ13ｍ超又は軒高９ｍ超から、４階建て以上又は高さ16ｍ超に見直されている（H30法改正）。

〇 高度な構造計算までは求めず、二級建築士においても設計できる簡易な構造計算（許容応力度計
算）で建築できる範囲を拡大

【施行日：公布の日から３年以内】

高さ13m以下
かつ
軒高9m以下

階数3以下
かつ
高さ16ｍ以下

現
行

改
正

【簡易な構造計算の規模】

軒高
9ｍ以下

高さ
13ｍ以下

かつ
高さ
16ｍ以下

～13m※

※軒高9m
13m※～60m

※軒高9m
60m～

１階建
～500㎡

500㎡～

２階建
～500㎡

500㎡～

３階建

４階建～

時刻歴
応答解析

高度な構造計算
（許容応力度等計算、
保有水平耐力計算）

仕様規定

簡易な構造計算
（許容応力度計算）

簡易な構造計算（許容応力度計算）

仕様規定
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【建築基準法第20条第１項第３号】
構造計算が必要な木造建築物の規模の引き下げ

現状・改正主旨

改正概要

〇 2014（平成26）年の豪雪被害をうけ、スパンの大きい等の要件に該当する建築物では構造計算にお
いて積雪荷重を割増すことになっている。（H30告示改正）

○ ２階建以下で延べ面積500m2以下の木造建築物については、大スパンの屋根であっても構造計算
が求められていない。（法第20条第１項）

○ 多様なニーズを背景として、大空間を有する建築物が増加しており、これらの建築物に対応した構
造安全性の確保が必要となっている。

〇 木造建築物で構造計算が必要となる規模を引下げ（対象を拡大）、構造安全性を確保

【施行日：公布の日から３年以内】

２階以下の木造建築物で構造計算が
必要となる規模は、延べ面積500㎡超

延べ面積300㎡超現
行

改
正

＜延べ面積300㎡以下＞ ＜延べ面積300㎡超＞

戸建て住宅
９６．４％

その他の居住用住宅
（共同住宅など)

０．２％

小売業、医療業建築物等
１．６％

建設業用、製造業用建築物等
０．５％

電気ガス事業、情報通信業、
学校教育用建築物、その他等
１．３％

戸建て住宅
１７．７％

その他の居住用住宅
（共同住宅など)

１０．８％

建設業用、製造業用建築物等
６．９％

農林水産業用建築物等
１０．５％

小売業、医療業建築物等
１８．４％

電気ガス熱供給水道業用
福祉用建築物等

４．６％

学校建築物、
教育建築物等

２７．３％

その他建築物等
４．０％

※建築着工統計調査（R2.4～R3.3）より推計
木造総棟数365,004棟

【参考】木造建築物の用途分類（延べ面積別）
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高さ16m以下 高さ16m超 60m以下 高さ60m超

１階建

300㎡以下 仕様規定

高度な構造計算
（許容応力度等計算、
保有水平耐力計算）

時刻歴
応答解析

300㎡超
簡易な構造計算

（許容応力度計算）

２階建
300㎡以下 仕様規定

300㎡超 簡易な構造計算
（許容応力度計算）３階建

４階建～
高度な構造計算

（許容応力度等計算、
保有水平耐力計算）

現行

改正

高さ13m以下※

※軒高9m以下
高さ13m※超 60m以下

※軒高9m超
高さ60m超

１階建

500㎡以下 仕様規定

高度な構造計算
（許容応力度等計算、
保有水平耐力計算）

時刻歴
応答解析

500㎡超
簡易な構造計算

（許容応力度計算）

２階建
500㎡以下 仕様規定

500㎡超
簡易な構造計算

（許容応力度計算）
３階建

４階建～

【建築基準法第20条】
木造建築物の構造計算対象の規模

規模
高さ

規模
高さ

【施行日：公布の日から３年以内】
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【建築士法第３条】
建築基準法改正に伴う二級建築士の業務独占範囲の見直し

現状・改正主旨

改正概要

〇 「高さ13m又は軒高9m超」の木造建築物等の新築、増改築等を行う場合は、設計等に高度な構造計
算が必要であるため、一級建築士でなければ、設計又は工事監理をしてはならないとされている。（簡
易な構造計算の対象となる「高さ13m以下かつ軒高９m以下」の建築物は二級建築士も設計等を担えることとしている。）

〇 今般の建築基準法の改正により、３階建て木造建築物のうち、簡易な構造計算によって構造安全性
を確かめることが可能な範囲を、現行の「高さ13m以下かつ軒高９m以下」から、「高さ16ｍ以下」に見
直すことに伴い、簡易な構造計算の対象となる建築物の範囲として定められている二級建築士の業務
範囲について、見直し後の構造計算の区分と整合させる必要。

〇 従来は「高さ13m以下かつ軒高９m以下」の建築物について担えることとしていた二級建築士の
業務範囲を、「階数が３以下かつ高さ16ｍ以下」の建築物に改正する（※）

延 べ 面 積
Ｓ（㎡）

高さ≦１３ｍ かつ 軒高≦９ｍ 高さ＞１３ｍ
または

軒高＞９ｍ

木造 RC造・S造等

１階建 ２階建 ３階建
２階建
以 下

３階建

Ｓ ≦ ３０㎡ 建築士でなくても
設計等できる

建築士でなくて
も設計等できる

３０㎡ ＜ Ｓ ≦ １００㎡
② １級・２級建築士でなければ

設計等できない１００㎡ ＜ Ｓ ≦  ３００㎡
③ １級・２級・木造建築士

でなければ設計等できない

３００㎡ ＜ Ｓ ≦  ５００㎡

５００㎡ ＜ Ｓ
≦ １０００㎡ 特殊

１０００㎡ ＜ Ｓ

② １級・２級建築士でな
ければ設計等できない ① １級建築士でなければ設計等できない

特殊

高さ≦１６ｍ 高さ＞１６ｍ
または
４階建

（地階を除く。）以上

木造 RC造・S造等

１階建 ２階建 ３階建
２階建
以 下

３階建

建築士でなくても
設計等できる

建築士でなくて
も設計等できる

② １級・２級建築士でなければ
設計等できない③ １級・２級・木造建築士

でなければ設計等できない

② １級・２級建築士でな
ければ設計等できない ① １級建築士でなければ設計等できない

現行 改正 ※改正事項：赤字下線部

※ 一級建築士でなければ設計等をすることのできない木造建築物等の建築物の「高さ」について、
「地階を除く階数４以上又は高さ16ｍ超」に見直す。

【施行日：公布の日から３年以内】
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★ まとめ

・都市計画区域内等において
構造規定等の審査特例対象となる
建築物規模の範囲が縮小。

・都市計画区域外等でも２階以上又は
延べ面積200㎡超は建築確認が必要。

・２級建築士でも高さ16m以下かつ
3階建までの設計・監理ができる。
※延べ面積や用途で例外ありP.16参照


